
第３節 消費主導経済への移行

前節でみたとおり、中国経済は過剰投資や過剰生産能力の調整を進めながら持続的な

成長軌道への移行する過程にある。中国の投資比率が他の新興国、更には先進国並みの

水準に低下していくためには、投資主導型から消費主導型の成長への移行、特にサービ

ス業の成長を促進することが重要である。本節では、中国の消費比率が他国と比較して

低い水準にとどまっている要因を分析した上で、消費主導経済への移行や経済のサービ

ス化の進展度、近年急速に発展しているインターネット消費や観光消費の動向について

概観する。

１．消費比率が低い要因

中国では人口や一人当たり所得の増加に伴い、個人消費の総額は増加が続いているも

のの、経済活動に占める個人消費の割合は他国と比較して低い水準にとどまっている。

個人消費のGDP比は 年に ％となっており、一人当たり国民所得が同程度の国と比

較して低い水準になっている（ 図）。

第 図 消費比率（各国比較） 中国は低い

また、家計の可処分所得に占める消費の比率（平均消費性向、 年）も他国と比較し

て低く、貯蓄率が高くなっている（第 図、第 図）。例えば、日本の高度成長期

であった 年代の平均貯蓄率は ％であった。
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中国の家計貯蓄率が高い要因については様々な分析があるが、社会保障制度が十分に

整備されていないため、いわゆる予備的な貯蓄が大きくなっていると指摘されることが

ある。さらに、近年家計貯蓄率は上昇しており、その要因として、若年人口比率の急速

な低下と中高年人口比率の増加、大規模な国有企業改革により国有企業のセーフティネ

ット機能が弱まったことなどが指摘されている 。以下では中国の社会保障制度について

概観する。

中国の公的年金は、都市就業者向け、都市住民向け、公務員向け、農村部住民向けの

大きく４つに分けられる。このうち、最も一般的な都市就業者向け年金は、都市部の民

間企業に勤める者及び自営業者が強制的に加入することになっており、企業・政府が負

担する一階部分（賦課方式）と就業者が負担する二階部分（積立方式）で構成されてい
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る。負担割合は、事業主が前年の賃金総額の ％、個人が賃金の８％となっており、受

給資格は保険料を 年以上納付した者である。給付額は、一階部分が当該就業者の平均

賃金、納付期間及び年金を管轄する地域の平均賃金からなる計算式で決定され、二階部

分は個人の積立額を平均寿命や人口動態を勘案した指数で割ったものとなっている 。

公的年金制度の整備は進んだものの、加入率が低いことや、公務員年金の支給率が極

めて高く民間は低いなど、依然として多くの問題が指摘されている 。

また、医療保険には主に都市労働者向け、都市住民向け、農村部住民向けがある。こ

のうち、もっとも給付水準の高い都市労働者向けの医療保険は強制加入であり、給与の

一定割合（省によって異なる）を医療保険料として個人と雇用主が負担している。医療

費は個人の保険口座から給付され、入院治療のみならず外来にも給付される。中国の医

療保険は、加入率はおおむね ％を達成しているものの、 加入している医療保険に

よって給付水準が異なる、 保険制度の管理は省が担っており、戸籍地以外に居住する

人が医療サービスを受けると全額個人負担になるといった問題が指摘されている 。とり

わけ、農村戸籍を持ちながら都市部で働く者（いわゆる農民工）の医療保険問題は大き

く、農民工向けの医療保険を整備している省も多いものの、保険料負担などに差異があ

り、加入率にもばらつきがある 。

高い貯蓄率は、投資を通じてこれまでの経済成長に寄与してきた面があると考えられ

る。しかし、既に述べたとおり中国経済は過剰投資の状態になっており、今後は社会保

障制度の充実・強化を通じて予備的貯蓄の縮小を図るなど、個人消費を促進することが

重要である。

２．消費主導経済への移行、サービス化の進展

中国では、不十分な社会保障制度が消費を抑制している面はあるものの、個人所得の

伸びとその分布の変化が消費全体を押し上げる要因となっている。特に年間所得

ドル～ ドルのいわゆる中間層世帯の割合は大幅に上昇しており、 年時点の

１％程度から、 年には６％に達し、 年には ％まで上昇するとの予測もある（第

図）。
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第 図 年間所得別世帯数の割合（都市部）：中間層が増加する見込み

この結果、いわゆるペティ・クラークの法則のとおり、中国のGDPに占める第三次産

業比率は上昇しており、 年の ％から 年には ％となった。ただし、日本やア

メリカといった先進国と比較すれば、今後大幅に上昇する余地があると考えられる（第

図）。

また、全就業者に占める第三次産業の割合も低水準となっており、これについても今

後一層の上昇が見込まれる（第 図）。

第 図 第三次産業の名目GDP比及び就業人口比（先進国との比較）

：中国は低水準

中国には、経済成長率を８％に維持しなければ、農村から都市に出てくる労働者及び

新しく労働市場に参入する者（新規学卒者）が職に就くことができず社会が不安定化す

－  42 －



～

ドル

（年）

（備考）マッキンゼー・アンド・カンパニー（ 年）より作成。

ドル以上

～

ドル

ドル未満

（％）

中国

日本

アメリカ

ドイツ フランス

英国

（就業人口比、％）

（名目GDP比、％）

（備考） ．世界銀行、ILO、中国国家統計局より作成。

． 年の値（日本、アメリカは 年）。

第 図 年間所得別世帯数の割合（都市部）：中間層が増加する見込み

この結果、いわゆるペティ・クラークの法則のとおり、中国のGDPに占める第三次産

業比率は上昇しており、 年の ％から 年には ％となった。ただし、日本やア

メリカといった先進国と比較すれば、今後大幅に上昇する余地があると考えられる（第

図）。

また、全就業者に占める第三次産業の割合も低水準となっており、これについても今

後一層の上昇が見込まれる（第 図）。

第 図 第三次産業の名目GDP比及び就業人口比（先進国との比較）

：中国は低水準

中国には、経済成長率を８％に維持しなければ、農村から都市に出てくる労働者及び

新しく労働市場に参入する者（新規学卒者）が職に就くことができず社会が不安定化す

－  43 －



るという、いわゆる「保八」という考え方があった。この考え方に基づき、過去には、

政府の経済成長率の目標は 年から 年まで８％が維持されていたが、 年以降、成

長率目標は ％に引き下げられ、 年には７％となった。引下げの背景には、第三次産

業は雇用吸収力が大きく、産業構造の転換を通じて十分な雇用が確保できるとの見通し

があったと言われている。実際、第三次産業に従事する就業者のシェアは 年の ％

から 年には ％と、 年で ％ポイント上昇した（第 図）。また、雇用弾性値

（新規就業者数 実質経済成長率）も上昇が続いており、 年の約 万人から、 年に

は約 万人となっている。

第 図 第三次産業の就業者のシェア：上昇傾向

３．消費の多様化・サービス化

消費の拡大、第三次産業の発達は、都市化の進展と相まって、多種多様な財・サービ

スが開発される可能性をもたらすものである。また、情報化の進展とともに、電子商取

引やそれに派生する産業が発展する可能性も拡大している。

中国における財の普及状況を確認すると、所得の増加に伴い耐久消費財の普及率は大

幅に高まっており、 世帯当たりの所有数（ 年）は、洗濯機 台、冷蔵庫 台、カラ

ーテレビ 台、携帯電話 台となっている。都市部に限定すると、洗濯機、冷蔵庫の

世帯当たりの普及率は 年時点ですでに ％近くになっていた。基本的な財の普及が

一定程度進んでいることから、今後は多様な財の普及やサービス消費の拡大が見込まれ

る。

（１）拡大が見込まれるインターネット販売

中国の小売に占める電子商取引の比率は各国の中でも最も高い水準となっており、中

でもスマートフォンを経由したネットショッピングが盛んになっている。中国では過去
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３か月以内にスマートフォン経由でネットショッピングをしたことのある者は 年の時

点で半数を超え（ ％）、 年には７割（ ％）まで上昇するなど、他のアジア諸国

と比較して高くなっている（第 図）。アメリカ最大の電子商取引会社の設立が 年、

中国最大の同業種の会社が 年創業と、電子商取引は比較的新しいセクターであること

から、インターネット人口の急増を背景に中国が競争力を高めやすい分野であると考え

られる。

第 図 過去３か月にスマートフォン経由でネットショッピングをした

割合：中国は高水準

電子商取引自体はインターネットを通じた小売販売であるが、 年３月に李克強総理

が「インターネット・プラス」という考え方を提示し、インターネットと製造業の統合

を推進している。

消費全体に占めるインターネット販売の割合をみると、 年以降の４年間で２倍以

上上昇しており、特にスマートフォンの普及に伴って、モバイルネット経由の取引が増

加している（第 図）。なお、中国のインターネットショッピングのユーザーは 年

月時点で 億人と試算されており、 年末には 億人にまで成長する見通しとなっ

ている 。ただし、別の調査によれば、中国のネットショッピングのユーザーは、 年に

インターネット・プラスとは、「モバイルインターネット、クラウドコンピューティング、ビッグデータ、モノの

インターネットなどと現代製造業との結合を推進し、電子商取引、産業インターネット、インターネット金融の健全

な発展を促進し、インターネット企業による国際市場の開拓を導く」こととされる（平成 年度情報通信白書）。

中国電子商務研究センター。

オーストラリア 中国 インド 韓国 日本
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（備考）MasterCard (2015), "Mobile Commerce  Growing Fast in Asia Pacific with Half  
of Smartphone Users Now Shopping on their Devise"より作成。
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都市部が ％、農村部が ％を占め都市部が圧倒的に多くなっている 。また、ネッ

トショッピングのユーザーは若年層が中心になっている。 年の調査によると、 ～

歳、 ～ 歳はそれぞれ ％、 ％が日々の買い物にネットショッピングを使っている

のに対し、 ～ 歳及び ～ 歳はそれぞれ ％、 ％と低くなっている 。

第 図 中国の電子商取引：モバイルネットショッピングが大きく成長

中国の電子商取引は国際的にみても規模が大きく、成長率も高くなっている。今後も

毎年前年比 ％を超える成長が続いた場合、中国の人口規模に鑑みれば、 年には市場

規模がアメリカの２倍になるとの予測もある（第 図）。

第 図：ネット小売市場規模の国際比較（ → 年）

：中国は規模が大きく、成長率も高い

Asian Distribution and Retail Fung Business Intelligence Centre (2015) 

Nielsen (2015) 

中国において電子商取引が高い伸びとなっている背景には、ネットショッピング環境

の改善、モバイル端末の新規アプリ開発等による既存ユーザーへの購入促進に加えて、

第三者オンライン決済プラットフォーム が開発されていることも挙げられる。これは、

支払をしたのに商品が届かないことに不安を覚える買い手と、支払が行われなければ商

品を出荷したくない売り手のミスマッチをつなぐものである。当該プラットフォームを

利用したサービスは拡大しつつあり、公共料金や越境インターネットショッピングの支

払等にも利用することができる 。

電子商取引の活性化は起業ブームにもつながっている。韓国貿易協会によると、中国

の新規企業は 年の 万社から 年には 万社に増加し、そのうちの ％が第三次

産業であった。同協会は、起業ブームは電子商取引の拡大に起因すると指摘している。

また、電子商取引を生業とする企業は 年末までに 万人を雇用し、物流等の関連産業

も含めると 万人を雇用している 。

一方、世界銀行のDoing Business（ 年）によると、中国におけるビジネスのしやすさ

は カ国中 位で、とりわけ起業のしやすさは 位と低くなっている。中国政府は起

業を支援するために、最低資本金制度の撤廃や行政手続きの簡素化等を進めているが、

これらが更に進み、起業が一層しやすくなることが期待される。

（２）増加の続く中国人観光客

消費のサービス化は観光の増加でもみることができる。中国人が国内観光で消費した

金額（観光収入）は小売全体の伸びを上回って推移している（第 図）。

まず買い手がプラットフォームに口座を開設した上で、事前に現金を入金し、商品購入時にプラットフォームに

購入意思を伝える。プラットフォームから商品代金を確保されていることが売り手に通知され、売り手は商品の発送

を行う。買い手は商品を受取り後、商品内容を確認し間違いがなければプラットフォームにその旨を連絡する。最後

に、プラットフォームが売り手に代金を振り込むという仕組みになっている。
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（前年比、％）

（年）

国内観光収入

社会消費品小売総額

（備考） ．中国国家統計局、中国国家旅游局より作成。

．国内観光収入とは、中国人国内旅行者が、国内旅行において

費やした交通、宿泊、飲食、買い物等の合計金額を指す。

国内旅行者数

伸び率

（右目盛）

（延べ人数、億人）

（年）

（前年比、％）

（備考）国家旅游局より作成。

海外旅行者数伸び率

（右目盛）

（延べ人数、億人）

（年）

（前年比、シェア、％）

訪日旅行者

のシェア

（右目盛）

（備考） ．国家旅游局より作成。

．香港・マカオを含む。

．海外渡航者のうち、公用・商用のものを除いた人数。

．訪日旅行者のシェアは、海外旅行者数のうち

日本行き旅行者が占めるシェア。データは 年まで。

第 図 国内観光収入と社会消費品小売総額：

観光の伸びが小売の伸びを上回る

また、中国人旅行者数の推移を行先別に国内、海外に分けてみると、絶対数では国内

旅行者数が海外旅行者数を大きく上回っている。一方、伸び率をみると、最近３年間（

～ 年）では、海外の伸び率が国内の伸び率の２倍近くになっている（第 図）。ま

た、同期間の日本への中国人旅行者数は ％増となったものの、中国人海外旅行者数に

占める日本への旅行者数の割合は 年の ％から 年には ％に低下した。

第 図：中国人旅行者数（国内・海外）の推移：ともに増加が続く

国内旅行者数 海外旅行者数

海外旅行者数及び旅行者一人当たりの消費額が増加していることから、世界全体の観

光収入に占める中国人観光客の割合が上昇している。国連世界観光機関（UNWTO）によ

（備考） ．観光庁、国連世界観光機関、中国国家旅游局より作成。

．シェアのうち、日本は 年、 年の数値。

（％）（万人）

中国人観光客

シェア（ 年）

（右目盛）

中国人

観光客数（ 年） 中国人観光客

シェア（ 年）

（右目盛）

れば 、世界の観光収入に対する中国人観光客による支出のシェアは、 年の ％から

年の ％に増加しており、海外旅行市場における中国の存在感が急速に高まってき

ている（第 図）。

第 図 世界の国際観光収入と中国の占める割合：

中国のシェアが上昇

実際、中国人海外旅行者数の増加に伴い、各国別にみても、海外旅行者に占める中国

人のシェアは多くの国で上昇していることが分かる（第 図）。

第 図 中国人観光客数と中国人観光客シェアの推移：

中国人シェアは多くの国で上昇

  UNWTO (2015)

（％）（ 億ドル） 国際観光収入（世界全体）

に占める中国人支出割合

（右目盛）
国際観光収入

（世界全体）

（年）

（備考）国連世界観光機関より作成。
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中国の景気が緩やかに減速する中でも、中国人の観光消費は堅調に増加すると予想さ

れる。前述の国連世界観光機関によれば、世界の国際観光産業は世界GDPの９％（約７

兆ドル）、世界の観光収入に占める中国人の割合は ％であることから、 年に中国人

海外旅行者が生み出したGDPは約 兆ドルと試算できる。

今後中国人海外旅行者数の人口比（ 年で約８％）が仮にアメリカ並み（ 年で約 ％）

になった場合、増加分の中国人旅行者が現在と同水準の支出をしたとしても、少なくと

も現在と同額（ 兆ドル）のGDP増が見込まれ、一人当たりの支出が増加すれば更に

効果が大きくなると考えられる。

第４節 中国における内製化の進展とアジア諸国への生産・投資のシフト

 
中国の製造業には過剰生産能力の調整を進めている業種がある一方で、内製化の進展

とともに競争力を向上させている業種もみられる。また、賃金上昇によって競争力の低

下した業種においては生産拠点として中国以外のアジア諸国を選択する動きもみられる。

本節ではこうした動きを紹介する。 
 
１．中国における内製化の進展

 
中国の製造業は原材料や部品を輸入し、これを組み立てて輸出するという加工貿易を

中心に発展してきたため、輸出の付加価値生産性が低いと言われる。例えば、中国で組

み立てられるアメリカ企業のスマートフォンの基幹部品の多くは他国から供給されてお

り、中国において生み出された付加価値は極めて小さいとの分析がある 。

しかし、近年こうした構造に変化が起こってきており、中国国内で部品の内製化が進

み、部品から製品までを中国国内で生産できるようになってきている。

中国の輸入を加工貿易（外国から輸入した原材料・部品を国内で加工して再輸出する

もの）と一般貿易（国内で消費するための輸入）に分けてみると、 年頃から加工貿易

比率の低下が鮮明になっている（第 図）。

第 図 中国の輸入構造：加工貿易比率が低下

また、OECDの付加価値貿易統計（TiVA）によると、自動車や電気機械、コンピュータ

その他電子部品といった高スキル業種の中には、 年時点で輸出に占める海外で生み出

                                                   
HIS Technology (2009)   

（備考）中国海関総署より作成。

加工貿易（再輸出）用

一般貿易

判別不能・不明

（年）

（％）
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